
Ｘ害l考におけるJむ急仮Ｒ木・住ｔの建ａに関する協吏寄

（趣旨）

第１条　この協定は,福井県ｔ域防災計両にまづき災害時における応急仮設住宅の建

ａ（な下「住ぞ建ａ」という.）の実施に関して、ﾈlルほ（Ｕ下「EFI」という.）が

一般社回法人全ｍ木造建設事業協会（な下「乙」という.）に協力を求めるに当たっ

て必要な事項を定めるものとする。

（対象）

第２Ｓ　この協定における対象は、災害救助法（■和２２年法律第１１８ｑ）第４条

第１項第１号に規定する応急仮ａ住宅で木造のものとする。

(要請の手続き)

第３Ｓ　ｑﾖは、住ｔ建設の要請に当たっては、工事場所、工事Fil容、Fi数、規模、着

工期日およびその他必Ｗと２める事giを、文書をもって乙にj！絡するものとする。

だだし、緊急の場合は電話等によることができる。この場合において、Eiﾖは後に前

Ｅま書をjlやかに乙に・はjしなければならない。

(協力)

第４条　乙は,前条のＺ請があったときは,乙の会員である住宅建設業者等(な下「丙」

という.)の斡旋その他iil能な限りEIﾖに協力するものとする。

（住宅建設）

第５条　乙の斡旋を受けた丙は、qﾖ（Fpが住宅建ａを市ＲrＲに委任した場合は、当該

市町Ｒ。次条において同じ.）の・請にまづき住宅建ａを1ﾆiうものとする。

２　丙は、前liの住ぞ建ａのほ、県産材の使ｍについてＲ慮するものとする。

(費ｉの負担および支払い)

第６条　丙が前条の住宅建設にＲしたＲ■は、qﾖが負担するものとする。

2　Epは、Fiの住ぞ建ほ終了後検・をし、これを確認したときは丙の請求により前Jj!

のRglを速やかに支払うものとする。

(ａ絡Ｓ口)

第７条　この協定の業務に関する連絡窓口は、Eiﾖにおいては福井県土木部建ｉ住宅ほ

とし、乙においては一般社回ま人・ｍ木・・ａ事業協会建ａ縦tl!i本部とする。

(報告)

第８条　乙は、住宅建設について、協力できる・産能力および建設能力等の状況につ

いて、２年に１回、Eiﾖに報告するものとする。ただし、Epが必要と認めた場合は、

Fpは乙に対して、随時報告を求めることができる。

(会員も簿等の提供)

第９条　乙は、本Ｓ定に係る乙の業alai者も簿および乙に力ISする会員のＳ簿を毎

年１回、Epに提供するものとし、la当者および会員に異動があった場合も報告する

ものとする。

(協議)

第10条　この協定に定めるもののほか、必要な事項については、そのつどqﾖ乙協議

のうえ定めるものとする。

(適用)

第11条　この協定は、令和え年1198日から適J11する。

この協定をａするため、本書２通を作成し、EIﾖ、乙署ものうえ各１通を保有する。
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